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令和２年度１月補正予算（臨時議会）の概要 

 

令和３年１月２７日 

 

１ 予算規模（一般会計） 

   補正額  ２９，０１０百万円（令和元年度２月補正（臨時議会分）１６，２４３百万円） 

   補正後 ４１７，６５６百万円 

補正前 ３８８，６４６百万円 
 

財 源  国庫支出金 １８，５０７百万円、県債 ９，０７１百万円、 

     分担金及び負担金 ３１２百万円、基金繰入金 １７８百万円、 

雑入 ５７６百万円 など 

 

 

２ 主な内容 

 

国の「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策」に係る補正予算を活用し、新 

型コロナウイルスワクチンの接種体制の整備や、感染の拡大が続いていることを踏まえた、社会福 

祉施設等のＰＣＲ検査等費用の助成や飲食店の感染防止対策への助成など、引き続き、医療提供体 

制の強化と感染防止対策を行う。 

また、落ち込んだ産業・雇用と暮らしの再生に向けては、認証事業所などの事業継続に対する支 

  援や、観光事業者等が発行するプレミアム付前売り「お楽しみ券」への支援、さらには、地域公共 

交通の維持に向けたバス事業者への支援などを行うとともに、県内企業が行う業態転換や新分野進 

出の助成制度の創設、さらには、テレワークの拠点整備などに対する支援を行う。加えて、県立学 

校におけるＩＣＴ環境やデジタル化に対応した機器等の整備、さらには、生活困窮者に対する総合 

支援の拡充や、障がい福祉分野の介護職における他業種・他分野からの参入促進などにも取り組む。 

また、担い手農家経営強化やスマート農業推進など、コロナ禍を乗り越える農業を推進するとと 

  もに、木材加工施設や路網整備、境港高度衛生管理型市場の整備などを進める。 

   その他、河川の樹木伐採や河道掘削、ため池の整備など、災害を未然に防ぐための事業や、本県 

の産業活動等の骨格となる高速道路網の整備など安全・安心の県づくりに資する取組を行う。 

 これらの事業により、令和３年度当初予算とを連動した１５か月予算とし、切れ目のない対策を 

講じることとする。 

   

３ 主な事業 

 

○新型コロナウイルス対策 （計１１，０９３，６６５千円）  

 

＜医療提供体制の強化と感染防止対策＞（計１，３２６，９８３千円） ※主な事業は次のとおり 

 

・新型コロナウイルスワクチン接種体制整備事業 ……………………………… ６０，７００千円 

    新型コロナウイルスワクチンの接種開始に伴い、一般医療従事者等の優先接種体制の整備を進 

めるとともに、県内各医師会や市町村と連携し、ワクチン接種を早急に開始できるよう、調整等 

を積極的に行っていくほか、専門的相談の対応など、接種に係る市町村への協力体制を整備する。             

（健康政策課） 
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・社会福祉施設等における新型コロナウイルス緊急対策事業 ……………… １８１，５００千円 

                          （※別途、調整費で１１０，０００千円対応） 

 社会福祉施設等が自主的に行う職員のＰＣＲ検査等費用の一部を助成するとともに、感染防止

対策を講じるためのアクリル板や換気設備等の設置等を支援する。       （長寿社会課） 

  

・飲食業感染症防止対策緊急支援事業 ………………………………………… １００，０００千円 

                           （※別途、調整費で４０，０００千円対応） 

 クラスター発生等を踏まえ、更に対策を強化するため、飲食店が取り組むガイドラインに沿っ 

た感染防止対策に必要な経費を支援する。              （くらしの安心推進課） 

 

・県立学校施設新型コロナウイルス対策等事業 ………………………………… ４３，２６２千円 

  県立学校における新型コロナウイルス対策として、生徒等の利用が多いトイレの手洗い用蛇口 

を非接触式等に改修するとともに、老朽化したトイレの洋式化を行う。     （教育環境課） 

 

・県立学校新型コロナウイルス対策衛生用品購入等事業 ……………………… ２１，９３５千円 

    県立学校において新型コロナウイルス対策を徹底する上で、継続的に必要となる保健衛生用品 

等を購入するとともに、教職員の感染防止対策等にも資する研修参加等を支援する。 

（体育保健課） 

 

・新型コロナウイルス感染症に感染した妊産婦への寄り添い支援事業 ………… １，１２５千円 

    新型コロナウイルスに感染した妊産婦等に対し、退院後、助産師の訪問等による専門的な相 

談・支援を行う。                             （家庭支援課） 

 

・鳥取県地域医療介護総合確保基金（施設整備）補助金 ……………………… ８２，５００千円 

    地域医療介護総合確保基金を活用し、入所系介護施設等が新型コロナウイルス対策として行う、 

感染拡大防止のためのゾーニング環境等の整備に対して支援を行う。      （長寿社会課） 

 

・医療環境整備等事業 …………………………………………………………… ７５１，９６１千円 

    新型コロナウイルス患者を受け入れる重点医療機関等に対し、継続して医療提供できる体制を 

   構築するため、空床となる病床に応じて助成を行う。             （健康政策課） 

 

 

＜産業・雇用と暮らしの再生＞（計９，７６６，６８２千円） ※主な事業は次のとおり 

 

・新型コロナ克服緊急応援事業 ………………………………………………… ５００，０００千円 

  新型コロナ対策認証事業所及び認証取得に取り組む事業所が、継続して事業を行うことができ 

るよう、１０万円の応援金を支給する。               （くらしの安心推進課） 

 

・新型コロナ対策お楽しみ券応援事業 ………………………………………… ２００，０００千円 

県内の旅館・ホテル、旅行会社、観光施設など新型コロナウイルスにより影響を受けた事業者 

が取り組む前売り宿泊券等を発行する事業に対して支援する。         （観光戦略課） 

 

・緊急事態宣言を受けた路線バス事業者応援事業 ……………………………… ４０，０００千円 

    高速バス事業の収入減の影響を受ける中、地域公共交通を維持するため、県内で路線バスを継 

続して運行する事業者に対し、車両維持に係る経費について支援する。   （地域交通政策課） 
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・観光需要回復促進事業 …………………………………………………………… ５０，０００千円 

    新型コロナウイルスの感染状況等を踏まえ、時期を見ながら、観光需要の回復を図るための取 

組（#WeLove 鳥取キャンペーンなど）を機動的に行う。                  （観光戦略課） 

 

・県内企業多角化・新展開応援事業 …………………………………………… １００，０００千円 

    事業を継続し持続的に発展させるため、県内企業が行う新事業分野への進出や事業実施方法の 

転換など多角化・新展開に繋がる取組を支援する。              （企業支援課） 

 

・新型コロナ対策人材活用事業 ……………………………………………………… ２，２０６千円 

    県内企業の雇用安定・人材育成につながる「雇用シェア（（在籍型）出向）」を推進するため、 

国や県立ハローワークと連携してマッチング等を進める。           （雇用政策課） 

 

・新型コロナ対策人材活用事業（農林水産業） …………………………………… １，０００千円 

    飲食、宿泊業等との人材連携を深め、雇用の受け皿づくりを進めるため、農業人材を確保する 

取組に対して支援する。                      （とっとり農業戦略課） 

 

・とっとりワークプレイス整備支援事業 ……………………………………… １１３，３０２千円 

    民間事業者が、既存施設等をワークプレイス（テレワーク拠点）に改修するための費用等を支 

援する。                                 （立地戦略課） 

 

・企業自立サポート事業（制度金融費）、信用保証料負担軽減補助金 ……… ９８，７６５千円 

（※融資上限額２．８億円→３億円、融資枠２００億円追加） 

    新型コロナウイルス対策向けの地域経済変動対策資金について、融資上限額を拡充するととも 

に、新規融資実行枠を増額し、県内中小事業者等の経営安定化等に要する資金の円滑な調達に繋 

げる。                                  （企業支援課） 

 

・障がい福祉分野就職支援金貸付事業 ……………………………………………… ９，１２８千円 

    新型コロナウイルスの影響で人材不足が更に深刻化している障がい福祉分野において、返済免

除付きの新たな貸付制度を創設し、他業種・他分野から障がい福祉分野における介護職としての

参入促進を図る。                            （障がい福祉課） 

 

・生活困窮者に係る総合支援拡充事業 …………………………………………… ３７，１８４千円 

    新型コロナウイルスにより生活に課題を抱える方に対して、市町村が行う自立相談支援の機能 

強化などの取組を支援する。                        （福祉保健課） 

 

・生活福祉資金緊急貸付事業 ……………………………………………… ２，２８０，０００千円 

    低所得者、離職者等に対し、必要な資金の貸付と相談支援を行う生活福祉資金貸付事業につい 

て、新型コロナウイルスに係る特例貸付の貸付件数の増加に伴い、貸付原資等の増額を行う。 

 （福祉保健課） 

 

・ＩＣＴ環境整備事業 ……………………………………………………………… ９４，８５０千円 

    県立学校に在籍する生徒のうち、低所得世帯等の生徒に貸与するためのタブレット端末及び周 

辺機器を整備する。                            （教育環境課） 

   

・教育実習設備整備費 …………………………………………………………… ４１１，９７３千円 

    農業、工業等に関する学科又は総合学科を設置する県立高等学校において、デジタル化に対応 

した産業教育装置の整備を行う。                      （教育環境課） 
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・担い手確保・経営強化支援事業 ………………………………………………… ５４，０００千円 

    先進的な農業経営の確立に意欲的な担い手による、経営発展に必要な農業用機械・施設の導入

を支援する。                               （経営支援課） 

 

・スマート農業総合推進対策事業 ………………………………………………… １５，６０３千円 

    自動操舵トラクター、自動操舵田植機、収量コンバインなど最先端の技術を取り入れた「スマ

ート実証農場」で技術の実証及び検証を行う。            （とっとり農業戦略課） 

 

・鳥取型低コストハウスによる施設園芸等推進事業 ………………………… １６６，５５４千円 

    高収益な野菜・花き・果樹等のハウス栽培品目の生産振興を加速的かつ戦略的に拡大し、県内 

園芸産地の活力増進を図るため、鳥取型低コストハウスの導入を支援する。   （生産振興課） 

 

・産地生産基盤パワーアップ事業 ……………………………………………… １９６，０５０千円 

    園芸産地等を加速的かつ戦略的に強化するために、農業団体等が行う施設整備、農業機械等の 

リース導入及び生産資材の導入等を推進する。                （生産振興課） 

 

・畜産クラスター施設整備事業 …………………………………………… １，１３６，０２３千円 

    畜産クラスター計画に位置付けられた地域の中心的な経営体が行う規模拡大のための施設・機 

械の整備を支援する。                             （畜産課） 

 

・合板・製材・集成材国際競争力強化・輸出促進対策事業 ………………… ７５６，９８８千円 

    合板・製材・集成材製品の生産力及び競争力の強化や、原木供給の安定化及び流通の合理化を 

   進めるために、木材加工流通施設の整備や、路網整備を行う林業事業体への支援などを行う。     

（県産材・林産振興課） 

 

・特定漁港漁場整備事業（公共事業） …………………………………… １，８９０，０００千円 

    境港高度衛生管理型漁港・市場の整備について、２号上屋改築工事のスケジュールを前倒し、 

事業の進捗を図る。                              （水産課） 

 

・地域水産物普及施設整備事業 ………………………………………………… ２５０，０００千円 

    漁村特有の新鮮な魚介類等の提供等を通じて、水産業の振興を中心とした地域の活性化を図る 

ため、水産物直売施設を整備する。                       （水産課） 

 

・ハウス強靭化による施設園芸加速化対策事業 …………………………………… ２，０００千円 

    複数農業者による事業継続計画（ＢＣＰ）に沿って行う農業用ハウスの補強や防風ネット設置 

等の気象災害防止対策を支援する。                     （生産振興課） 

 

・令和２年度雪害園芸施設等復旧対策事業 ……………………………………… ２０，０００千円 

    令和２年１２月からの度重なる大雪により被害を受けた農林業者が、再生産に向けて撤去、復 

旧を行う場合の経費を支援する。                      （生産振興課） 
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○安全・安心の県づくり （計１７，９１６，６３６千円） ※主な事業は次のとおり 

 

・樹木伐採・河道掘削等緊急対策事業（公共事業） ………………………… ６９８，０００千円 

    洪水氾濫を防止するため、河川における緊急点検により危険性が判明している箇所の樹木伐 

採・河道掘削を実施する。                           （河川課） 

 

・防災・安全交付金（河川改修）（公共事業） ………………………… １，４７２，０００千円 

    河川整備計画に基づき、浸水被害の軽減に向けて、河川断面の拡幅、築堤等の改修工事を実施

する。                                    （河川課） 

 

・県営地域ため池総合整備事業（公共事業） ………………………………… ２６１，０００千円 

    農村地域防災減災総合計画に基づき、災害が発生した場合に被害が出る恐れがあり、早急に整 

備を要するため池の改修を行う。                    （農地・水保全課） 

 

・県営農地防災事業調査（公共事業） ………………………………………… ３３７，４６７千円 

    防災重点ため池について、地震時の安全性調査を行う。         （農地・水保全課） 

 

・基幹水利施設ストックマネジメント事業（公共事業） ……………………… ４１，０００千円 

    農業用排水施設等の基幹水利施設の劣化状況等を調べる機能診断結果に基づき、施設の機能を 

保全するための対策工事により施設の長寿命化を図る。          （農地・水保全課） 

 

・社会資本整備総合交付金（除雪）（公共事業） …………………………… ５４３，０００千円 

    県管理道路において、除雪、消融雪装置、凍結防止剤散布を行い、冬期の安全かつ安心な交通

確保を図る。                               （道路企画課） 

 

・直轄道路事業費負担金（公共事業） ………………………………………… １２９，７００千円 

    山陰道（北条道路）や志戸坂峠防災トンネルなど、直轄道路事業費に係る負担金を支出する。                    

（道路建設課） 

 

・地域高規格道路整備事業（公共事業） ………………………………… ２，７４３，０００千円 

    一般国道１７８号（岩美道路）、一般国道３１３号（倉吉関金道路）といった、本県の産業活 

動等の骨格となる高速道路網を整備する。                  （道路建設課） 

 

・通学路安全対策事業（公共事業） …………………………………………… ５１５，１９９千円 

    警察、道路管理者、学校関係者合同で行った通学路安全合同点検により指摘された小中学生の

通学路の危険箇所において、歩道の整備等を行う。              （道路企画課） 

 
・特定家畜伝染病危機管理対策事業 ………………………………………………… ３，０３６千円 

  本県の養鶏場での高病原性鳥インフルエンザの発生を防止するため、養鶏農家が実施する農場 

出入口や鶏舎周辺の消毒を支援する。                      （畜産課） 

 

・願いに寄り添う妊娠・出産応援事業 ……………………………………………… ６，９９１千円 

    不妊治療に係る国の支援制度の拡充に併せて、本県の特定不妊治療費助成金の拡充等を行う。 

                                       （家庭支援課） 

 
・女性のキャリアアップ・キャリア形成支援事業 ………………………………… ８，５２４千円 

    女性の入職の少ない分野への女性の進出や、管理的地位に就くことを目指す女性の増加を図る 

ため、多様な分野で活躍する女性の紹介や、キャリア形成に資する研修の開催など、若い世代か 

らのキャリアデザイン形成を支援する。                 （女性活躍推進課） 
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・東京オリパラ対策事業 …………………………………………………………… ８６，４０６千円 

    東京オリンピック及び東京パラリンピックの事前キャンプ受入れに係る基金を造成し、基金を 

原資に、ホストタウン・事前キャンプ地における新型コロナウイルス感染防止対策を実施する。        

 （スポーツ課） 

  

 

＜参考＞ 公共事業                 計 ２０，１５７，６３８千円 

     ・補助事業                   １９，８０４，８９８千円 
（公園、農業農村、林道、造林、水産基盤、道路、街路、河川、海岸、砂防、 
ダム、港湾、治山、漁港）      

     ・単県事業（道路）                 ▲１６０，０００千円 
                  ※国交付金による除雪事業への財源振替によるもの      

・国直轄事業（道路、河川、砂防）               ５１２，７４０千円 
 

 
（緑豊かな自然課、農地・水保全課、県産材・林産振興課、森林づくり推進課、 
水産課、道路企画課、道路建設課、河川課、治山砂防課、空港港湾課）  


